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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ヒンジ付き容器であって、
　（ａ）外周部を有する底部と、
　（ｂ）外周部を有する蓋と、
　（ｃ）底部と蓋とを連結するヒンジにして、底部に関して開閉するように蓋をピボット
廻動させ得るヒンジと、
　（ｄ）外側シール部材にして、底部及び蓋の一方に関して固定状態に取り付けられ、底
部及び蓋の取り付けた一方における相当する外周部の内部に少なくとも部分的に配置した
外側シール部材と、
　（ｅ）内側シール部材にして、底部及び蓋の他方に関して固定状態に取り付けられ、底
部及び蓋の取り付けた他方における相当する外周部の内部に少なくとも部分的に配置した
内側シール部材と、
　を含み、
　（ｆ）前記内側シール部材及び外側シール部材が、底部と蓋とを閉じたときに相互に係
合してシールを形成し、底部と蓋とを開放したときは相互に脱係合して分離するように位
置決めされ、
　（ｇ）前記底部に設けたラッチ部分及び前記蓋に設けたキャッチを含むチャイルドセー
フティー機能構造部にして、ラッチ部分がキャッチと係合するよう位置決めされるチャイ
ルドセーフティー機能構造部と、
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　（ｈ）該チャイルドセーフティー機能構造部の各側に配置され、ラッチ部分と関連する
２つの押し込みタブにして、該押し込みタブを押し下げると前記ラッチ部分がキャッチか
ら釈放されて蓋が開く２つの押し込みタブと、
　を更に含むヒンジ付き容器。
【請求項２】
　内側シール部材及び外側シール部材が湿密シールを提供する形態を有する請求項１のヒ
ンジ付き容器。
【請求項３】
　内側シール部材及び外側シール部材が釈放自在性を有する形態を有する請求項１又は２
のヒンジ付き容器。
【請求項４】
　底部の外周部と蓋の外周部とが実質的に相合する請求項１～３の何れかのヒンジ付き容
器。
【請求項５】
　底部の外周部と蓋の外周部とが、底部と蓋とを閉じたときに実質的に整合する請求項１
～４の何れかのヒンジ付き容器。
【請求項６】
　ヒンジを底部及び蓋に一体化した請求項１～５の何れかのヒンジ付き容器。
【請求項７】
　底部及び又は蓋の外周部が非丸形を有する請求項１～６の何れかのヒンジ付き容器。
【請求項８】
　以下のａ）、ｂ）、ｃ）、ｄ）、即ち、ａ）蓋及び該蓋内に取り付けたシール部材、ｂ
）底部及び該底部に取り付けたシール部材、ｃ）蓋及びヒンジ、ｄ）底部及びヒンジ、の
１つ以上を好ましくはポリプロピレンである同じ材料から作製した請求項１～７の何れか
のヒンジ付き容器。
【請求項９】
　底部が２つの材料から作製され、一方の材料が乾燥剤同伴ポリマーである請求項１～８
の何れかのヒンジ付き容器。
【請求項１０】
　底部にフィルムガイドを取り付けた請求項１～９の何れかのヒンジ付き容器。
【請求項１１】
　各押し込みタブをその押し込み位置から復帰させるバネを更に含む請求項１のヒンジ付
き容器。
【請求項１２】
　ラッチ部分が、蓋と底部とを閉じた時にキャッチ上の支台と係合する支台を有する請求
項１又は１１の何れかのヒンジ付き容器。
【請求項１３】
　外側シール部材及び内側シール部材が円形であり、
　外側シール部材が外方にテーパ付けされ、
　前記内側シール部材が内方にテーパ付けされ、
　前記内側シール部材及び外側シール部材が、前記内方にテーパ付けされた表面と前記外
方にテーパ付けされた表面とが相互に同中心状態に係合して楔止めするように位置決めさ
れる請求項１～１２の何れかのヒンジ付き容器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、２００６年９月６日付で提出した米国仮特許出願第６０／８２４，７２０号
の優先権を主張する請求項及び当該仮特許出願の利益を受ける請求項に対する参照がなさ
れるものである。
　本件出願は２００５年６月３０日付で提出された米国特許出願第１１／１７１，１７１



(3) JP 5249224 B2 2013.7.31

10

20

30

40

50

号、２００３年１０月１０日付で提出された同第１０／６８３，３１１号、２００２年１
０月１０日付で提出された同第６０／４１７，５３３号の関連出願である。各特許出願は
ここに参照することによりその全てが本明細書に組み込まれるものとする。
【背景技術】
【０００２】
　背景技術は米国公開出願第２００５／０，２５８，１７４Ａ１号及び２００４／０，１
７３，６１２Ａ１号に見い出し得る。各出願の全てはここに参照することにより本明細書
に組み込まれるものとする。
　本発明は、例えば、薬品や医療機器製品の一次バルクパッケージ用に有益な容器に関す
る。薬品及び医療機器製品は湿気により品質低下を引き起こす。従って、そうした製品は
製品寿命を通して実質的に湿密環境状態にパッケージングする必要がある。
　消費者は、平坦で、新規且つユーザーフレンドリーな形状（即ち、非丸形の）にデザイ
ンされたバルクパッケージを好む。そうしたデザインのパッケージはポケットまたは財布
に配置するのに好都合である。非丸形のパッケージの場合、パッケージの一次シール表面
も非丸形とされている。
　シール表面が非丸形のパッケージではシール領域に代表的にはガスケットを組み込む。
ガスケットは従順性を有し、圧迫されるとパッケージのシール領域に湿密シールを創出す
る。しかしながら、ガスケットはパッケージの全体コストを増大させる付加材料である。
ガスケットの組み込みには２ショット射出成型法または二次組み立て操作が必要となる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】米国特許出願第１１／１７１１７１号明細書
【特許文献２】米国特許出願第１０／６８３３１１号明細書
【特許文献３】米国特許出願第６０／４１７５３３号明細書
【特許文献４】米国特許出願公開第２００５／０２５８１７４Ａ１号明細書
【特許文献５】米国特許出願公開第０４／０１７３６１２Ａ１号明細書
【特許文献６】米国特許第４７８３０５６号明細書
【特許文献７】米国特許第４８１２１１６号明細書
【特許文献８】米国特許第５７２３０８５号明細書
【特許文献９】米国特許第６３０３０６４号明細書
【特許文献１０】Ｗ／Ｏ２００５／０７４５７１Ａ３号明細書
【特許文献１１】米国特許第４８０７４２５号明細書
【特許文献１２】米国特許第６７６９５５８号明細書
【特許文献１３】米国特許第５９１１９３７号明細書
【特許文献１４】米国特許第６２１４２５５号明細書
【特許文献１５】米国特許第６１３０２６３号明細書
【特許文献１６】米国特許第６０８０３５０号明細書
【特許文献１７】米国特許第６１７４９５２号明細書
【特許文献１８】米国特許第６１２４００６号明細書
【特許文献１９】米国特許第６２１１４４６号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　丸形シール表面を有する非丸形の湿密の再シール自在容器を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本件発明者は、シール表面を実質的に、または正確に丸形形状とすることにより、ガス
ケットを用いずに湿密シールを創出し得ることを見出した。ある実施例では丸形のシール
表面が成型及び組み立てのプロセスを簡易化し、バルクパッケージの全体コストを低下さ
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せる。ある実施例では容器とシール要素とが同じ材料から作製される。
　本発明によれば、底部と、蓋と、底部及び蓋を連結するヒンジとを含むヒンジ付き容器
が提供される。底部と蓋部とは外周部を有し、蓋はヒンジを介してピボット廻動して底部
に関して開閉する。
【０００６】
　容器は、外方にテーパ付けされた、少なくとも実質的に円形の外側シール部材と、少な
くとも全体に切頭円錐形状の表面とを有し、外側シール部材が中心軸を画定する。外側シ
ール部材は底部及び蓋の一方に関して固定取り付けされ、取り付けた底部または蓋の相当
する外周部の内側に少なくとも部分的に配置される。
　容器は、少なくとも実質的に円形の、内方にテーパ付けされた内側シール部材にして、
中心軸を画定する内側シール部材と、少なくとも全体に切頭円錐状の表面とを有する。内
側シール部材は底部及び蓋の他方において外側シール部材に関して固定取り付けされると
共に、取り付けされる部分の相当する外側周囲部分の内部に少なくとも部分的に配置され
る。
　内側及び外側の各シール部材は、底部と蓋とを閉じたときに内方及び外方にテーパ付け
された各表面が同中心状態下に相互係合することで楔止めされてシールを形成し、底部と
蓋とを開くと内方及び外方にテーパ付けされた各表面が同中心状態下に相互に脱係合して
分離するように位置決めされる。
【０００７】
　内側及び外側の各シール部材は随意的には湿密シールを提供するように形態付けされる
。
　内側及び外側の各シール部材は随意的には再シール自在であるように形態付けされる。
　内側及び外側の各シール部材は随意的には実質的に相合する。
　内側及び外側の各シール部材は随意的には底部と蓋とを閉じたときに実質的に整合する
。
　ヒンジ付き容器は随意的には全体的に二枚貝形状を有する。
　ヒンジは随意的には底部及び蓋と一体化される。
　底部は随意的には非丸形の外周部を有する。
　蓋は随意的には非丸形の外周部を有する。
　各外周部は随意的には容器を閉じた時に整合する。
　蓋、蓋に取り付けたシール部材、底部、底部に取り付けたシール部材、ヒンジ、の任意
の１つ以上は随意的には同じ材料から作製される。
　蓋、蓋に取り付けたシール部材、底部、底部に取り付けたシール部材、ヒンジ、の任意
の１つ以上、または全ては随意的には同じ材料から作製される。
【０００８】
　ヒンジ付き容器は随意的には、子供が開けにくくするためのチャイルドセーフティー機
能構造部が組み込まれる。ある実施例ではチャイルドセーフティー機能構造部は、その閉
鎖位置またはホームポジションにおいて切り欠きから突出する少なくとも１つの押し込み
タブを含む。押し込みタブを押し込むとチャイルドセーフティー機能構造部のラッチ機構
が蓋のキャッチ機能構造部を解除し、蓋を開けられるようにする。押し込みタブと関連す
るバネ要素が押し込みタブをホームポジションに押し戻す。
　本発明によれば、底部及び頂部の各パッケージコンポーネント間に、丸形の、再シール
自在の表面が維持されることで、パッケージ形状の非丸形化が可能となる。ある実施例で
は、別個のガスケット材料を用いずに湿密シールが入手され、ある実施例では非丸形のパ
ッケージ形状において丸形シール表面の利益が提供され得る。
【発明の効果】
【０００９】
　丸形シール表面を有する非丸形の湿密の再シール性容器が提供される。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
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【図１】図１は、本発明に従う容器の、底部及び蓋を断面で示すことにより容器内のシー
ルの各要素を例示する、側方断面図である。
【図２】図２は、蓋を取り外した状態で示す、図１の容器の底部の平面図である。
【図３】図３は、図１及び図２の容器のシール用の各要素の詳細図である。
【図４】図４は、図１～図３の容器の各コンポーネントの拡大断面図である。
【図５】図５は、容器の他の実施例の各コンポーネントの拡大図である。
【図６】図６は、図５の容器の他の実施例におけるチャイルドセーフティー機能構造部の
各コンポーネントの平面図である。
【図７】図７は、組み立て状態における容器の他の実施例における、チャイルドセーフテ
ィー機能構造部のラッチ機構を示すために部分切除した正面図である。
【図８】図８は、図５の組み立て状態における容器の、チャイルドセーフティー機能構造
部の側方の押し込みタブを押し込み位置で示した平面図である。
【図９】図９は、図８を線９－９に沿って切断した断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明の代表的なバルクパッケージには少なくとも２つのコンポーネント、即ち、（１
）底部または第１コンポーネントと、（２）蓋、または第２コンポーネント、とが含まれ
る。１実施例において、底部は蓋として機能しまたはその逆に蓋が底部として機能し得る
。これら２つのコンポーネントはフリップトップ式のヒンジにより連結され、しばしば二
枚貝形パッケージまたはヒンジ付き容器アセンブリと称されるものとなる。バルクパッケ
ージは射出成型法を使用して製造する。１実施例では蓋及び底部はポリプロピレン（ＰＰ
）またはポリエチレン（ＰＥ）から成る。ＰＰ及びＰＥは防湿性の高い汎用プラスチック
である。その他の好適な材料には、これに限定しないが、ポリエチレン（ＰＥ－高密度、
低密度の、ＬＬＤ、ＶＬＬＤ）、ポリプロピレン（ＰＰ）、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）、
耐衝撃性ポリスチレン（ＨＩＰＳ）、環状オレフィンコポリマー（ＣｏＣ）、ポリエチレ
ンビニルアセテート（ＥＶＡ）、ポリスチレン（ＰＳ）、ポリカーボネート（ＰＣ）、ポ
リエステルテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリアミド（ナイロン）、アセタルコポリマーま
たはホモポリマーレジン、液晶ポリマー、が含まれる。他の実施例では底部は乾燥性プラ
スチックを含み、ＰＰまたはＰＥ製の外面と、乾燥性プラスチック製の内面とから構成さ
れ得る。
【００１２】
　製品は代表的には底部内にバルク充填される。ある実施例では、充填した底部上に製品
案内コンポーネントを組み付け、製品を充填した後、蓋を底部に被せて底部を閉じる。あ
る実施例では底部内に組み付けた製品案内コンポーネントに蓋を被せてこの製品案内コン
ポーネントを閉じる。この閉鎖プロセス中（即ち、各コンポーネントを相互にスナップ係
止するプロセス）に、蓋と底部との間に湿密シールが創出される。ある実施例では閉鎖プ
ロセス中に、蓋と、底部内に組み付けた製品案内コンポーネントとの間に湿密シールが創
出される。
　本発明は再シール自在の容器に関し、詳しくは、感湿性、つまり湿気に弱い物品を保存
及びパッケージングするためのシール機構を内蔵する可食フィルムパッケージアセンブリ
に関する。
【００１３】
　可食フィルムパッケージアセンブリは、ヒンジによって取り付け得る上方及び下方の各
コンポーネントを含み、上方コンポーネントは、外周部から部分的または完全に離間され
た円形の内側スカートまたは内側シールを有し、下方コンポーネントは、外周部から部分
的または完全に離間されたスカートまたはシール表面を有する。様々な実施例において、
各外周部は丸形または非丸形であって、随意的には実質的に相合し且つ整合され得る。
　ある実施例では、下方コンポーネント内に製品トレーと称する矩形の機能構造部を設け
る。製品トレーは垂直壁またはストッパからなる３つの側部と、傾斜壁からなる１つの側
部とを含む４側部構成を有し、これらの側部が創出する画室が可食フィルムの積層体を保
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持する。
　下方コンポーネントの円形のシール表面は、蓋であるところの上方コンポーネントと係
合して上方及び下方の各コンポーネント間にきつい締まり嵌めを提供する壁を含む。ある
実施例では、パッケージが閉じている時に湿密シールが創出される。
【００１４】
　ある実施例では容器は、米国特許第４，７８３，０５６号及び同第４，８１２，１１６
号に夫々開示されるそれと類似の、単数または複数の型に従って成型され得る。また別の
実施例では、そうしたプロセス及び型を使用して、キャップ、容器、バネ、ヒンジ、を含
むアセンブリが、前記米国特許第４，７８３，０５６号及び同第４，８１２，１１６号に
記載する操作に従って製造され得、更に他の実施例では、米国特許第５，７２３，０８５
号または同第６，３０３，０６４号に従って製造され得る。これらの特許文献はここに参
照することにより本明細書中に含まれるものとする。これらの特許文献では容器は、湿密
シールを創出するべく成型直後に閉鎖される。
【００１５】
　更に他の実施例では、蓋の可撓性の機能構造部を使用して容器の湿密シールを創出する
。可撓性の蓋シールはＷ／Ｏ２００５／０７４５７１Ａ３号に記載される。
　ある実施例では、下方コンポーネント上にフィルムガイドを組み付ける。フィルムガイ
ドは製品充填後に組み付ける。フィルムガイドは下方コンポーネント上に弾発係合して下
方コンポーネントと永久シール連結部または非シール連結部を構成する。フィルムガイド
は、上部表面に沿った円形の機能構造部を有し、この機能構造部が、上方コンポーネント
のシール表面と共に再シール自在の湿密シールを形成する。
　本発明のバルクパッケージはその全体形状に関する融通性が大きく、本来対称または非
対称の形状であり得る。好適な形状には、随意的には角部を丸形にした四角形、随意的に
は角部を丸形にした三角形、楕円形、随意的には角部を丸形にした矩形及び台形その他多
数の形状が含まれる。
【００１６】
　ある実施例では、本発明は湿密且つ再シール自在の容器及び蓋アセンブリに関する。こ
こで、“再シール自在”とは、容器の蓋を何度も（例えば１０回以上）開放または再開放
し、閉鎖または再閉鎖し、しかも尚、湿密特性が維持されることを意味するものとする。
ここで、“湿密”及び“感湿”とは、容器中への湿気の侵入（１日後の）量が水分にして
約１５００マイクログラム未満、ある実施例では約５００マイクログラム、ある実施例で
は約３００マイクログラム未満のものであって、これらの値は以下の試験法、即ち、（ａ
）容器中に１グラム±０．２５グラムのモレキュラーシーブを配置して重量を記録し、（
ｂ）容器を組み立て、（ｃ）相対湿度８０％及び２２．２℃の条件下に環境チャンバ内に
閉じた容器を配置し、（ｄ）１日後、モレキュラーシーブを含む容器重量を測定し、（ｅ
）１４日後、モレキュラーシーブを含む容器重量を測定し、（ｆ）初期重量から１４日経
過後の資料重量を引いた重さを経過日数の１４で除算して、１日当たりの、水のマイクロ
グラム単位での湿気の容器侵入量を算出する試験法により決定したものとする。
【００１７】
　更に他の実施例では、容器は蓋を繰り返し開閉した後に再シール自在である。例えば、
シールは蓋の繰り返し開閉後における侵入率を低く維持する。ある特定実施例では、シー
ルは５０回の反復開閉後に湿気の低い侵入特性を維持する。米国特許第４，８１２，１１
６号、同第４，８０７，４２５号、同第５，７２３，０８５号、同第６，７６９，５５８
号には、シール構成の実施例が記載される。これらの特許文献はここに参照することによ
り本明細書に含まれるものとする。別の特定実施例では可撓性の蓋シール幾何構成を組み
込むことにより再シール自在の容器が実現され得る。可撓性の蓋シールはＷ／Ｏ２００５
／０７４５７１Ａ３号に記載される。
【００１８】
　他の実施例では、１つ以上のパッケージ用コンポーネントを乾燥性プラスチックで作製
することにより、パッケージ内に乾燥剤が組み込まれ得る。ある実施例ではヒンジ付き容



(7) JP 5249224 B2 2013.7.31

10

20

30

40

50

器の底部が乾燥性プラスチック製の内面と、ＰＰまたはＰＥ製の外面とを有する。底部は
２ショット射出成型法を使用して作製し得る。更に他の実施例ではフィルムガイドが乾燥
性プラスチックで作製され得る。
　容器の繰り返し開閉時において、乾燥性プラスチックまたは乾燥剤同伴プラスチックが
、短時間（例えば約１０分もの短さにおいて）の内に容器アセンブリ内に低相対湿度環境
を再確立する。
【００１９】
　乾燥剤同伴プラスチックは、乾燥剤としてのシリカゲルまたは乾燥剤としてのモレキュ
ラーシーブを含有し得る。末端利用者の意図するような用途に応じて、モレキュラーシー
ブまたはシリカゲル乾燥剤をスリーブ内に配置し得る。例えば、貯蔵寿命期間中に低相対
湿度（ＲＨ）（例えば１０％ＲＨ未満）が必要とされるような用途にモレキュラーシーブ
を使用できる。他の実施例ではシリカゲルが製品貯蔵寿命期間中における１０～３０％の
ＲＨを維持し得る。
　好適な乾燥剤同伴プラスチックには、これに限定しないが、米国特許第５，９１１，９
３７号、同第６，２１４，２５５号、同第６，１３０，２６３号、同第６，０８０，３５
０号、同第６，１７４，９５２号、同第６，１２４，００６号、同第６，２１１，４４６
号に記載されるものが含まれる。これらの特許文献はここに参照することにより本明細書
に含まれるものとする。配合中の乾燥剤の使用量やポリマータイプを変更することで、乾
燥剤同伴プラスチック全体の湿気容量及び捕集効率を制御できる。
【００２０】
　更に他の実施例では、大人は比較的容易に開けられるが、子供にはずっと開けにくくな
るようにするチャイルドセーフティー機能構造部を容器に設ける。本実施例の好ましい様
相において、チャイルドセーフティー機能構造部は小児用安全密閉容器（ＣＲＣ）の基準
に合致するものである。米国政府は密閉容器の有効性を評価するＣＲプロトコルを確立し
た。小児用安全プロトコル試験は連邦食品及び薬品局がＣＦＲタイトル１６パート１７０
０に規定している。一般に、小児用安全密閉容器は５歳以下の幼児に対して有効とされる
べきであり、５０歳以上、特には６０歳以上のユーザーにはユーザーフレンドリーなもの
とすべきである。
【００２１】
　図１～４を参照するに、ヒンジ付き容器１０の１実施例が示され、底部１２と、蓋１４
と、これらの底部及び蓋を連結するヒンジ１６とを含んでいる。例示した実施例では、ヒ
ンジ付き容器１０は全体に二枚貝形状を有するがそうでなくとも良い。例えば、ヒンジ１
６を省略し、または底部１２及び蓋１４の形状を変更し得る。随意的には、底部１２、蓋
１４，またはその何れも、図示されるように非丸形の外周部を有し得るが、これらの外周
部は丸形であっても良い。
　底部１２は外周部１８を有し、蓋１４は外周部２０を有する。随意的には、底部及び蓋
の各外周部１８及び２０は実質的に相合（実質的に同形状を有する）し、また、底部及び
蓋を閉じた時に実質的に整合（即ち、各外周部が実質的に全周で相互整列する）する。し
かしながら、底部及び蓋の各外周部１８及び２０が合致して例示した実施例のシールを形
成する構成は不可欠ではないことから、相合や整合は必要事項ではない。これらの外周部
１８及び２０は相合するが整合しない、例えば、相互にオフセットされた状態を有し得る
。
【００２２】
　蓋１４はヒンジ１６により底部１２に関して開閉可能である。随意的には、ヒンジは底
部１２及び蓋１４に一体化され得るが、底部１２及び１４またはその何れかに一体化する
必要はない。随意的にはピン形ヒンジまたはその他タイプのヒンジを使用可能である。
　シート２４の積層体を分与するフィルムガイド２２も設けられる。フィルムガイドの構
造、特徴、取り付けに関し、以下に詳しく説明する。
　容器１０と、本実施例における蓋１４とは、円形の、外方にテーパ付けした外側シール
部材２６を有し、この外側シール部材２６が中心軸２８を画定する。テーパは外方に向け
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て付けられ、外側シール部材２６を形成するフランジの遠位端に向けて垂直に降下（図３
及び図４に示すように）する。言い換えると、この遠位端での（外側シール部材の）直径
は、外側シール部材２６を形成するフランジの、この遠位端よりも上方に離間した位置で
の直径よりも大きい。
　外側シール部材２６は底部及び蓋の何れか（例示では蓋）に対して固定状態に取り付け
られ、取り付けた底部または蓋の相当する外周部の内部に少なくとも部分的に配置される
。本実施例では外側シール部材２６と蓋１４とは一体化され、図示されるように単一材料
片の各部分を構成する。あるいは外側シール部材２６と蓋１４とは別個の部材であり得、
またはそうでなければ材料を１ショット射出成型して作製し得る。
【００２３】
　容器１０と、本実施例では底部１２は、円形の、内方にテーパ付けした内側シール部材
３０を有し、この内側シール部材３０が中心軸（容器を閉じた時は本実施例では共線とな
るので中心軸２８と同じ中心軸）を画定する。テーパは内方に向けて付けられ、図３及び
図４に示すようにフィルムガイド２２の側壁３２を垂直に上昇する。言い換えると、側壁
３２の、上方角部位置での（内側シール部材の）直径は、図１、図３、図４に示すように
、上方角部下方のシール領域での直径よりも小さい。
　各図に示したテーパの度合いは例示的なものであるに過ぎず、使用する材料がもっと堅
い、柔らかい、またはポリプロピレンよりも多少とも可撓性がある場合、またはシール部
材の設定幾何形状によってシール部材が多少とも可撓性を有する場合、またはシール部材
２６及び３０間の摩擦係数に依存して、その度合いを変更することができる。
【００２４】
　側壁３２は底位置から頂部位置に掛けてテーパ付けする必要はなく、外側シール部材２
６を画定するフランジもまた、その底位置から頂部位置に掛けてテーパ付けする必要はな
い。内側シール部材３０及び外側シール部材２６の相互係合部分をテーパ付けすれば充分
であり、このテーパ付けにより各シール部材相互の楔止めが容易化される。
　内側シール部材３０は外側シール部材２６に関し、底部及び蓋の他方（ここでは底部）
に関して固定状態に取り付けられ、且つこの内側シール部材を取り付けた底部及び蓋の何
れかの相当する外周部１８の内部に少なくとも部分的に配置される。例示した実施例では
内側シール部材３０は、底部１２とは別の部分であるフィルムガイド２２の上方の外側部
分である。他の実施例では、内側シール部材３０及び底部１２は一体化され、または材料
を１ショット射出成型して作製され得る。随意的には、蓋、蓋に取り付けたシール部材、
底部、底部に取り付けたシール部材、そしてヒンジ、の任意の１つ以上が同じ材料から作
製される。随意的には、これらの部材の全てを、従来のガスケットを形成するに十分軟質
である必要のない同じ材料から作製し得る。かくして、材料は、容器使用時には実質的に
剛性があり、その可撓性は顕著なものではない。随意的には、蓋、蓋に取り付けたシール
部材、底部、底部に取り付けたシール部材、そしてヒンジの任意の１つ以上または全てを
ポリプロピレンから作製し得る。
【００２５】
　内側シール部材及び外側シール部材は、底部及び蓋を閉じた時に同中心状態下に係合し
て、内方及び外方に付けた各テーパ表面が楔止めされてシールが形成されるように位置決
めされる。内側シール部材３０及び外側シール部材２６は、底部と蓋とを開放したときは
同中心状態下に（即ち、図示されるように２つの軸線が実質的に一致する状態下に）脱係
合して、内方及び外方に向けて付けた各テーパ表面が分離するように位置決めされる。内
側シール部材３０及び外側シール部材２６の、頂部位置から底位置までのシール長または
接触長は比較的短いので、蓋１４を底部１２に関してピボット廻動させたときの同中心位
置からのずれ量は僅かである。別法としては、蓋１４をピボット廻動させて開放する時に
、ヒンジ１６に軸２８と直交方向の横断方向の“遊び”が生じるようにし、内側シール部
材３０と外側シール部材２６とが分離する間に、蓋１４と底部１２とをより同中心状態に
近づけておく方法がある。これは、一体化ヒンジの場合に、ヒンジの曲げ部位置の狭幅断
面部を細く延ばして薄くまたは弱化させて、ストラップのような長い一体化ヒンジとする
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ことにより、または斯界に既知のその他方法により提供され得る。
【００２６】
　随意的には、内側シール部材３０及び外側シール部材２６は、本明細書に定義するよう
な湿密シールを提供するように形状付けされる。随意的には、内側シール部材３０及び外
側シール部材２６は、本明細書に定義するような再シール性を有するように形状付けされ
る。
　フィルムガイド２２を再度参照するに、フィルムガイド２２は、本実施例では同中心を
有する側壁または外側フランジ３２と、内側フランジ３４（図４に示す）とを有するが、
同中心である必要はない。各フランジは円形のウェブ３６により連結される。ウェブ３６
は分与用の開口３８と、この開口に付随する蓋４０とを有する。
　底部１２は、フィルムガイド２２と協動して容器１０の内部にシート２４の積層体を分
与する分与体を画定する特定の機能構造部を有する。底部１２は、円形のフランジ４２と
、図４で左側から右側方向に上昇する傾斜ランプ部を画定するリエントラント部４４と、
傾斜ランプ部上の明確な位置にシート２４製品の積層体を拘留するストッパ４６とを有す
る。積層体の位置を更に明確化するために積層体の各側部に追加のストッパ（図示せず）
を配置しても良い。
【００２７】
　図４には容器１０の拡大図が示され、フィルムガイド２２が、その組み立て位置から上
方に持ち上げた別個の部片として示される。フィルムガイド２２を組み立て位置に下ろす
と、その内側フランジ３２と外側フランジ３４とが底部１２のフランジ４２を受け、内側
フランジ３２と外側フランジ３４の一方または両方がフランジ４２と係合し、フィルムガ
イド２２を底部１２に関して然るべく締着させる。底部１２に関してフィルムガイド２２
を固定位置に正確に位置付けることは、内側シール部材３０と外側シール部材２６とを正
確に合致させる上で有益である。内側フランジ３２、外側フランジ３４、フランジ４２、
は相補形状を有すべきであり、丸形とし得るが、そうする必要はなく、所望であればこれ
らのフランジが内側シール部材３０及び外側シール部材２６に類似する内側及び外側の各
シール部材を画定するようにできる。この構成は、内側シール容器を外側シール容器内に
配置したい場合、または、フィルムガイド２２を容器の蓋として機能させたい場合は有益
であろう。
【００２８】
　また、フィルムガイド２２を組み立て位置に下ろすと、折れた蓋４０が、リエントラン
ト部４４によって画定される傾斜ランプ部と接触し、番号４６で示すようなストッパがウ
ェブ３６と接触する。この構成は、シート２４製品の積層体が横断方向に摺動して位置ず
れするのを防ぐために有益なものであり得る。組み立てた容器において、蓋１４を開ける
とユーザーは、分与開口３８から指を差し込んでシート２４製品の積層体の内の一番上の
シートを指に付着させ、分与用の蓋４０の傾斜上面上を摺動させることによりこのシート
を分与することができる。この動作を繰り返せば次のシートを分与することができる。各
シートは例えば、呼気清涼成分から成る可食の溶解性シートであり得る。
【００２９】
　その他の分与手段を設け得る。例えば、フィルムガイド２２を省略し、容器１０を閉じ
た時に蓋１４と接触するようにフランジ４２を更に伸ばし、外側シール部材２６とフラン
ジ４２とを、内側及び外側の各シール部材のように、あるいはその逆のように相互作用さ
せ得る。この場合、錠剤、カプセル、化粧用パウダー、クリーム、またはゲル、またはそ
の他物品または被分与物のサプライを、フランジ４２内に収納し、底部１２と蓋１４との
各ウェブで包囲することができる。
　図５～図９を参照するに、チャイルドセーフティー機能構造部を採用した容器の他の実
施例が示される。本実施例では、内側シール部材１３０と外側シール部材（図示せず）と
は類似形状を有し、図１～図４に例示した内側シール部材３０及び外側シール部材２６と
類似の様式下に機能して、底部１１２と蓋１１４を閉じた時にシールを形成する。しかし
ながら、底部１１２は、フィルムガイド１２２と協動してこのフィルムガイド１２２を底
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部１１２に関する固定位置に締着させる別の機能構造部を有する。これらの別の機能構造
部には、複数の位置付け用ピン１５０、例えば、底部１１２に取り付けた４本の位置付け
用ピン１５０が含まれる。位置付け用ピン１５０は、フィルムガイド１２２を底部１１２
上のその組み立て位置に下ろした時にフィルムガイド１２２の下方表面上の相当する凹所
内に嵌合する。各位置決め用ピンはフィルムガイド１２２を底部１１２に関する固定位置
に維持する。
【００３０】
　本実施例で採用するチャイルドセーフティー機能構造部１５２は可撓性プラスチック材
から形成され、番号１５４で全体を示すラッチ機構と、ここではチャイルドセーフティー
機能構造部の各側に１つを配置した２つの押し込みタブ１５６として示す少なくとも１つ
の押し込みタブと、を含む。ラッチ機構は、蓋を閉じた時に蓋１１４上のキャッチ機能構
造部１７０と係合して蓋を底部１１２に錠止する。押し込みタブを図８及び図９に示すよ
うに押し込むと、以下に詳しく説明するようにラッチ機構がキャッチ機能構造部から釈放
されて蓋が開く。各押し込みタブ１５６には、この押し込みタブ１５６を押し込むと撓む
ように関連付けしたバネ１５８が設けられる。押し込みタブを釈放すると、撓んだバネに
生じた偏倚力が押し込みタブ１５６をそのホームポジションに復帰させる。
【００３１】
　図６に示すように、チャイルドセーフティー機能構造部１５２は、底部１１２に連結可
能な底プレート１６０に取り付け得、あるいは底部１１２内に組み込み得る。底部１１２
の各側部には、チャイルドセーフティー機能構造部１５２と底プレート１６０とを底部１
１２に組み込んだ時に各押し込みタブ１５６を受ける切り欠き１６２を設ける。組み立て
状態では各押し込みタブ１５６は、これらの切り欠き１６２を貫いて底部１１２の側壁か
ら外側に突出する。
【００３２】
　ラッチ機構１５４は底部１１２の開口１５５を貫いて突出し、下向き支台１６６を有す
る少なくとも１つのラッチ部分１６４（ここでは２つのラッチ部分１６４を示す）を含む
。ここで、“下向き”とは、蓋１１４の開放方向から離れる方向に面することを意味し、
必ずしも容器の周囲部分に関する方向に対して参照されるものではない。各ラッチ部分１
６４は蓋１１４から下方に伸びるキャッチ１７０（ここでは２つのキャッチ１７０を示す
）と係合する。各キャッチは、蓋１１４を底部１１２上でのその閉位置とした場合にラッ
チ部分１６４の下向き支台１６６を受けて蓋１１４を底部１１２上に錠止する上向き支台
１７２を有する。ここで、“上向き”とは、蓋１１４の開放方向に面することを意味し、
必ずしも容器の周囲部分に関する方向に対して参照されるものではない。
【００３３】
　ユーザーは、蓋１１４を解錠して容器を開放させるときは、押し込みタブ１５６を容器
内方に押し込む。この操作により、各ラッチ部分１６４上の各下向き支台１６６が各キャ
ッチ１７０上の各上向き支台１７２から離れるとラッチ部分１６４がキャッチ１７０から
外れ、蓋１１４が開く。押し込みタブ１５６を押し込むのを止めるとバネ１５８が押し込
みタブをそのホームポジションに押し戻し、押し込みタブを外側に突出させる。
　チャイルドセーフティー機能構造部は底部に連結されるように例示したが、蓋に組み込
んでも良い。そうした実施例ではラッチ機構を蓋上に位置付け、キャッチ機能構造部を底
部上に位置付けることができる。また、チャイルドセーフティー機能構造部は比較的平坦
な容器内に組み込んだ状態で示したが、容器が、底部と、蓋と、蓋を底部に連結するヒン
ジとを用いる限りにおいて、様々の任意形状の容器内に組み込み得るものとする。
　以上、本発明を実施例を参照して説明したが、本発明の内で種々の変更をなし得ること
を理解されたい。
【符号の説明】
【００３４】
　１０　ヒンジ付き容器
　１２、１１２　底部
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　１４　蓋
　１６　ヒンジ
　１８、２０　外周部
　２２、１２２　フィルムガイド
　２６　外側シール部材
　２８　中心軸
　３０、１３０　内側シール部材
　３２　側壁
　３４　内側フランジ
　３６　ウェブ
　３８　分与開口
　４０　蓋
　４２　フランジ
　４６　ストッパ
　１５０　位置付け用ピン
　１５４　ラッチ機構
　１５５　開口
　１５６　押し込みタブ
　１５８　バネ
　１６０　底プレート
　１６２　切り欠き
　１６６　下向き支台
　１６４　ラッチ部分
　１７０　キャッチ機能構造部
　１７２　上向き支台
【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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